
令和５年４月１日 

監 査 室 

 

令和５年度内部監査計画 

 

１．監査方針 

（１）基本方針 

国立大学法人東海国立大学機構における運営諸活動の遂行状況を合法性及び合理性

の観点から検討及び評価し、その結果に基づく情報提供並びに助言・提案等を通じて

健全な運営に資するため、監査を実施する。 

 

２．実施計画 

（１）個別監査項目 

①競争的資金等の監査 

 「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」では、

研究機関の責任において不正が起きにくい環境を構築し、運営・管理することが重要

であるとされているため、競争的資金等の監査として会計処理状況のサンプリング調

査を行い、研究費執行及び事務手続きの妥当性を検証する。 

②旅費及び謝金支出に関する監査 

 カラ出張、カラ謝金は研究費不正使用の代表的な手段であり、当機構は昨年１０月

に所属教員による研究費不正使用および再発防止策を公表したところである。書類上

だけでは不正使用の発見は困難であるため、用務先等へ直接確認する等の手法により

出張の事実確認を行い、支出の妥当性を検証する。 

③法人文書の管理状況の監査 

 文書管理は、保存方法が書面から電子へと変更する過渡期にある。公文書等の管理

に関する法律及び関係法令等の趣旨を踏まえ、国民への説明責任及び適切な文書管理

を十分に保全する観点から、機構における法人文書の管理状況について検証する。 

④個人情報の保護及び管理状況の監査 

 個人情報保護法の目的は、行政機関等の事務及び事業の適正かつ円滑な運営を図

り、個人情報の適正かつ効果的な活用に配慮しつつ、個人の権利利益を保護すること

とされている。 

 また、個人情報の漏洩は機構の信用を失墜させるものであるため、機構における個

人情報の管理状況について監査を実施し、個人情報保護の継続的改善に資することを



目的として実施する。 

⑤入札及び契約の適正化に関する監査 

 入札及び契約の適正化については、「随意契約の適正化について」（平成 18年 11

月 2日文部科学省通知）や「独立行政法人等における契約の適正化について及び一般

競争契約における一者応札・応募についての改善方策等について」（平成 21年 7月

16日付文部科学省通知）等において、一般競争入札の徹底、随意契約の一層の適正

化を図るとともに一者応札・応募となった契約を精査し、応募者を増やすための改善

方策を検討し、公表するよう要請されている。 

 ついては文部科学省通知の趣旨を踏まえ、機構における契約手続きの公平性、透明

性及び競争性の確保の観点から、随意契約の状況、一者応札・応募に係る改善方策の

実施状況や、調達情報の公表状況等について調査する。 

⑥附属病院の経営状況等の検証 

平成 28 年 9月に会計検査院が「国立大学法人が大学に設置する附属病院の運営につ

いて」と題する国会及び内閣に対する報告（随時報告）を行った。安心、安全で高度

の医療の提供等が急務の課題となる中、継続的にその機能・役割を果たしていくため

には、医療安全を確保した上で、適切な運営により健全な財務基盤を構築していくこ

とが重要であると所見を掲記している。 

このことを踏まえ、附属病院の経営状況、教育、研究、診療等の各機能、医療安全

管理体制等について検証する。 

 

⑦その他臨時で必要と認められる監査 

⑧これまで実施した内部監査の指摘事項等でフォローアップが必要な事項 

 

（２）監査スケジュール 
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①競争的資金等の監査             

②旅費及び謝金支出に関する

検証 

            

③法人文書の管理状況             

④個人情報の保護及び管理状

況 

            



⑤入札及び契約の適正化             

⑥附属病院の経営状況、教

育、研究、診療等の各機

能、医療安全管理体制等の

検証 

            

⑦その他臨時で必要と認めら

れる監査 

            

⑧既監査での是正・改善事項

等のフォローアップ 

            

  上記の日程を目安に具体的な監査内容については内部監査実施計画書に定める。 

 

３．監査の方法 

監査は、書面監査又は実地検査により行う。なお、監査責任者及び監査担当者は、

監事及び会計監査人と連携し、効率的かつ効果的な監査を実施する。 

 

４．監査の結果 

監査責任者は、監査終了後速やかに監査報告書を作成し、機構長並びに管理者へ報

告する。（管理者とは法人文書にあっては統括文書管理者、個人情報保護にあっては

統括保護管理者をいう。） 


